












1．　重要な会計方針

　　(1）棚卸資産の評価基準及び評価方法について

　　　　　　最終仕入原価法によっている。

　　(2)　固定資産の減価償却について

　　　　　　什器備品…………定率法による減価償却を実施している。

　　(3)　引当金の計上基準について

　　　　　　退職給付引当金……期末退職給与の要支給額に相当する金額を計上している。

2．　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は次のとおりである。

当 期 増 加 額 当 期 末 残 高

基 本 財 産

0 107,000,000

0 107,000,000

特 定 資 産

100,000 16,332,389

0 8,084,586

100,000 24,416,975

3．　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は次のとおりである。

（うち指定正味財産か
ら の 充 当 額 ）

（うち負債に対する額）

基 本 財 産

（ ー ） （ ー ）

（ ー ） （ ー ）

特 定 資 産

（ ー ） (16,332,389)

(8,084,586) （ ー ）

(8,084,586) (16,332,389)

4．　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

3,220,662

3,220,662

合 計

3,220,670

0

退 職 給 付 引 当 資 産

内 藤 コ レ ク シ ョ ン 引 当 預 金

8

8

当 期 末 残 高科 目

什 器 備 品

前 期 末 残 高

0

退 職 給 付 引 当 資 産

合 計

基 本 財 産 引 当 預 金

（     ー      ）

(107,000,000)

(107,000,000)

3,220,670

24,416,975

107,000,000

16,332,389

107,000,000

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

内 藤 コ レ ク シ ョ ン 引 当 預 金

科 目 当 期 減 少 額

0

基 本 財 産 引 当 預 金

　　(4)　リース取引の処理方法について

0

取 得 価 額 減 価 償 却 累 計 額

（     ー      ）

合 計

8,084,586

107,000,000

107,000,000

合 計 24,316,975

　　　　　　貸倒引当金……未収金の貸倒による損失に備えるため、法人税法の規定による法定繰入率の範囲内で　

　　　　　　　　　　　　　　　　　計上している。

　　　リース物件の所有権が、借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

　　　通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理によっている。

合 計

　　(5)　消費税の会計処理は税込み経理方式を選択している。

（うち一般正味財産から
の 充 当 額 ）科 目

8,084,586

0

0

当 期 末 残 高

16,232,389


	3-1
	3-2
	3-3
	3-4
	3-5

